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Ⅰ　格差是縮小はAECの主要目標

ASEAN は，開発格差の縮小（Narrowing　

the Development Gap：NDG）を経済共同体

構築の主要目標の一つとしている。2015 年末

に創設された ASEAN 経済共同体（AEC2015）

のブループリントでは，４つの柱の３番目に

「公平な経済発展」が掲げられ，中小企業開発

と ASEAN 統合イニシアチブ（IAI）が行動計

画として掲げられている。2025 年を目標年次

に現在実施中の AEC2025 では，５つの柱の４

番目の「強靭で包括的，人間本位，人間中心の

ASEAN」の中に開発格差の縮小が掲げられて

いる。NDG の目的は，ASEAN6（ブルネイ，

インドネシア，マレーシア，フィリピン，シン

ガポール，タイ）と CLMV（カンボジア，ラ

オス，ミャンマー，ベトナム）との経済社会格

差の縮小である。

ASEAN の 開 発 格 差 縮 小 は，CLMV の

ASEAN への加盟以降に課題となった。1995

年にベトナム，1997 年にラオス，ミャンマー，

1999 年にカンボジアが ASEAN に加盟した。

全ての東南アジア諸国が ASEAN に加盟し，

東南アジア統合に向けての大きな一歩を踏み出

したのだが，同時に「ASEAN ディバイド」，

「２層の ASEAN」などといわれる状態が起き

たのである。2000 年の１人当たり GDP でみる

格差縮小を進めるASEAN

亜細亜大学教授・ITI 客員研究員　石川 幸一
いしかわ・こういち　日本貿易振興会（ジェトロ），国際貿易投資研究所（ITI）
を経て，2005 年４月より現職。専門は，東南アジア経済，ASEANの統合。
著書に「ASEAN経済共同体の創設と日本」（共編著，文眞堂），「現代ASEAN
経済論」（共編著，文眞堂）他。

ASEAN は開発格差の縮小を経済共同体の主要目標としている。開発格差縮小が課題になったのは 2000

年からである。開発格差の縮小は経済統合の実現と ASEAN の求心力の維持のために避けて通れない課題で

ある。格差縮小は重層的に実施されているが，ASEAN が実施している看板プロジェクトは ASEAN 統合イ

ニシアチブ（IAI）である。IAI は人材育成を主な内容としており現在作業計画Ⅲが実施されている。

ASEAN の開発格差は着実に縮小しているが，依然として大きい。一方でベトナムは多くの経済社会指標で

インドネシアやフィリピンよりも優れており，格差は ASEAN6 と CLMV という枠組みを超えて考えるべき

である。格差縮小を進めたのは CLMV の高い経済成長であり，外国投資により CLMV が生産ネットワーク

に参加し始めたことが原動力となっている。生産ネットワークへの参加を維持拡大するためには，AEC2025

構築とともに投資環境の改善をさらに進めるべきである。
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と，ASEAN6 は 1580 ド ル，CLMV は 330 ド

ルで 5 倍の格差があり，国別にみるとシンガ

ポールは 23,893 ドル，ミャンマーは 221 ドル

で 108 倍の開きがあった（IMF による）。

CLMV が加盟する前の ASEAN でも格差は

大きく，1995 年のシンガポールとインドネシ

アの一人当たり GDP は 20 倍の格差があった。

なぜ CLMV の加盟後に開発格差縮小が課題と

なったのだろうか。ASEAN の事務総長だっ

たセベリーノは，CLMV の ASEAN 加盟推進

派が ASEAN は自国の ASEAN6 へのキャッチ

アップを助けてくれることを示す必要があっ

た と 指 摘 し て い る（Severino 2006, p. 70）。

重要なこと CLMV は ASEAN 加盟後 AFTA

（ASEAN 自由貿易地域）に参加し貿易自由化

を進めねばならなかったことだ。AFTA 参加

により輸出の拡大と外国投資の増加が期待で

きるが，貿易自由化により輸入品が増加し被

害を受けるという反対が起きる。CLMV では

ASEAN 内の先進国である ASEAN6 からの輸

入の増加による自国産業への影響への懸念が

あったのであり，ASEAN による支援を示す必

要があったのである。

開発格差の縮小はその後も ASEAN の重要

な目標と位置づけられている。「統合の成果を

分かち合う」という公的な説明に加え，格差の

縮小が進まないと ASEAN の統合への遠心力

になり域内協力の阻害要因になりかねないとい

う理由がある。中国，インド，日本，米国など

大国，強国の狭間に位置する東南アジア諸国が

ASEAN としてまとまる存在意義は団結と協力

だからだ。さらに，ASEAN が統合を進める正

統性（legitimacy）の根拠は経済成長であるこ

とも重要である。ASEAN の経済統合に参加す

ることにより経済成長を実現し ASEAN6 との

格差を縮小することは正統性を確認することに

なる。

重層的な格差是正の枠組み

ASEAN が開発格差の縮小に取り組み始めた

のは 2000 年 11 月の第４回非公式首脳会議で

ASEAN 統合イニシアチブ（IAI）の開始が合

意されてからである。統合イニシアチブと命名

されたのは，シンガポールのゴーチョクトン首

相（当時）の提案によるものであり，ASEAN

は新規に加盟した CLMV を ASEAN の統合に

参加させ，CLMV を統合の恩恵から除外しな

いことを強調する意味合いがあった。

開発格差の縮小は，IAI 以外にも様々なプロ

グラムを通じて重層的に実施されている。貿易

自由化では，ASEAN6 が 2010 年に関税撤廃を

行うが CLMV は 2018 年と猶予期間が認められ

ている。こうした特別待遇は ASEAN+1FTA

でも認められている。さらに，CLMV からの

輸入に対して特恵関税を適用する「ASEAN 統

合特恵制度」を開始することを 2001 年には経

済大臣会議で決定している。CLMV から提案

された品目に対して ASEAN6 はゼロ関税（イ

ンドネシアは 0－5％）を適用するものだが，

AFTA により域内関税が撤廃されれば不要と

なる。

ASEAN6 は IAI の枠組み以外で教育訓練

を中心とする二国間ベースの協力を行って

いる。シンガポールには 1992 年に創設され

たシンガポール協力プログラム（Singapore 

Cooperation Program：SCP）があり，訓練に

重点を置いた協力を行っている。タイはタイ国

際協力庁（Thailand International Cooperation 

Agency：TICA）が経済協力を行っており，

2010 年のタイの対外援助額は約 1200 万ドル
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で 60％が CLMV 向けである。マレーシアは

マレーシア技術協力プログラム（Malaysia 

Technical Cooperation Program：MTCP） が

マレーシアの開発経験を他の途上国と共有する

ことを目的として人的資源開発と能力醸成に

重点を置いた協力を行っている（McGillivray 

and Carpenter 2013, p. 145）。

IAI は，教育訓練，調査など「ソフト・イン

フラ」を中心とする協力であり，ハード・イン

フラは対象となっていない。ハード・インフラ

の整備では，2010 年に採択された ASEAN 連

結性マスタープラン（MPAC）と大メコン圏

開発（GMS）および先進国や中国と国際機関

による経済協力が重要である。

Ⅱ　人材育成が中心の 
ASEAN 統合イニシアチブ

ASEAN の開発格差縮小のための中心となっ

ているプログラムは ASEAN 統合イニシアチ

ブ（IAI）である。2000 年の第４回首脳会議の

議長声明は，「IAI は教育，技能開発，就労訓

練に重点を置く」と述べている。具体的な行動

計画として，IAI 作業計画（Work Plan）が策

定され，作業計画ⅠとⅡが実行され，現在Ⅲが

実施中である。

作業計画Ⅰは，2002 年７月から 2008 年６月

までを対象としている。インフラ，人的資源開

発，ICT，地域経済統合を優先分野としており，

2005 年に観光，貧困削減と総括的プロジェク

トが追加された。総額 5290 万ドル規模の 232

プロジェクトが全て完了となっている。分野別

に見ると，インフラが 21 件（輸送 12 件，エネ

ルギー９件），人的資源開発 97 件（公共セク

ター能力構築 78 件，労働・雇用 17 件，高等教

育２件），ICT 33 件，地域経済統合 53 件（財・

サービス貿易 26 件，税関９件，規格・標準 12

件，投資６件），観光 11 件，一般 17 件である。

資金拠出額をみると，ASEAN6 が 3353 万ド

ル，対話国と援助機関が1843万ドルなどとなっ

ている。ASEAN6 では，シンガポールが最大

で 2446 万ドルと ASEAN6 の 73％を負担し，

マレーシアで 531 万ドルとなっている。対話

国，国際機関では日本が 641 万ドルで最大であ

る。プロジェクト数では，マレーシアが 55 で

最も多く，域外国では日本が 16 で最も多い。

韓国，豪州，ニュージーランド，インド，EU

に加え，国際機関や民間機関も参加している。

ASEAN 加盟国と対話国の複数国によるプロ

ジェクトも多く，日本は27を数える。プロジェ

クトの内容は，教育・訓練や調査が多く，イン

フラであってもハードではなく人材育成などが

主となっている。

2009 年の首脳会議で決定された作業計画Ⅱ

は，2009 年から 2015 年（2016 年９月まで延期）

を実施期間としており，３つの ASEAN 共同

体ブループリントの構成に従って作成されてい

る。重点が置かれているのは，能力構築と人材

育成である。ASEAN 統合報告 2015 によると，

行動計画は全体で 182 あり，経済共同体関連が

94，社会文化共同体が 78，政治安全保障共同

体が６，一般分野４となっている（表１）。内容

は，調査研究 19，政策開発と実施が 78，能力

構築・訓練が 85 である。

プロジェクト数は 383 で資金規模は合計

4980 万ドルである。プロジェクトの内容は，

物品貿易およびサービス貿易が 58，投資と金

融が 40，労働が５，食料・農林業が 18，競争・

消費者保護が７，知的財産権が６，インフラが

17，中小企業開発が 10，人的資源開発が 15，
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ICT が 24，公共部門の能力醸成が 153，貧困

削減が１，衛生福祉が７，災害管理が４，CSR

が１，環境が 14，文化１，その他２である。

拠出国別には，シンガポールが 192 と圧倒的に

多い。対話国では日本が 29 で最大だが，日本

はほかに ASEAN 加盟国と共同で行うプロジェ

クトが 57 あり，JICA がパートナーとなって

いる。

IAI 作業計画Ⅲを実施

IAI 作業計画Ⅲは 2016 年の第 28 回首脳会議

で採択されており，2016 年から 2020 年までの

5 年間の計画である。作業計画Ⅱが３つの共同

体のブループリントの目標と行動計画に沿った

総花的なものだったのに対し，作業計画Ⅲは，

① 食料と農業，② 貿易円滑化，③ 零細中小企

業，④ 教育，⑤ 保健と福祉の５つの戦略分野

に絞っている。３つの共同体との関係では，食

料と農業，貿易円滑化，零細中小企業は経済共

同体，教育と衛生・社会福祉は社会文化共同体

と密接に関連している。

作業計画Ⅲは，IAI の実施に関する枠組み

や実施方法，評価なども詳しく，説明されて

いる。実施に当たっては，① 明確なガバナ

ンスと主体性，② コアスキルとファイナン

ス，③ 積極的なステークホールダーの参加， 

④ 確固としたパフォーマンスの管理という４

つの方針により取組むとしている。たとえば， 

① ガバナンスでは，加盟国の常駐代表が参加

し CLMV が 1 年ごとに議長を務める IAI タス

クフォース，CLMV 各国のコーディネーター，

CLMV の担当部局が調整を行って実施する。

IAI プロジェクトガイドラインは，IAI プロ

ジェクトを組成するための指針が示されてい

る。具体的には，① ブループリントと関連分

野別計画と整合性をもつこと，② IAI 作業計

画の実施を支援する，③ CLMV ４カ国あるい

は少なくても２カ国が受益国となることが適格

プロジェクトの要件である。また，能力構築，

人的資源開発，貧困削減に寄与し，技術協力，

機器・設備などの供与を行うこと，適格プロ

ジェクトは CLMV の合意と IAI タスクフォー

スの承認を得なければならないこと，CLMV

と ASEAN6 および対話国の三者の協力などが

考えられるとしている。

IAI に対しては，① CLMV の課題に対応で

きるよう優先分野への集中が必要，② 新しい

課題（たとえば貿易円滑化）に対応できていな

い，③ 制度構築への配慮が必要，④ CLMV の

ステークホールダーとの調整を行う，⑤ 適切

なモニタリングと評価を行うべき，などの批判

と提言があり，作業計画Ⅲはこうした提言を取

表１　IAI 作業計画Ⅱの行動計画の内訳
（単位：件数）

調査研究 政策開発と実施 能力構築・訓練 合計

経済共同体関連 14 41 39 94

社会文化共同体関連 5 34 39 78

政治安全保障共同体関連 0 1 5 6

一般 0 2 2 4

合計 19 78 85 182

（出所）ASEAN Secretariat （2015）, ASEAN Integration Report 2015
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り入れた内容になっている。

きめ細かなプロジェクトを実施

IAI は規模が小さく効果がないという批判が

ある。資金規模は作業計画Ⅰが5280万ドル（６

年間），作業計画Ⅱが 4980 万（同）ドルである。

2010 年の ODA はカンボジア向けが７億 1417

万ドル，ラオス向けが４億 100 万ドル，ミャン

マー向けが３億 4500 万ドル，ベトナム向けが

28 億 7902 万ドルであり，IAI は桁違いに少な

い。CLMV への ODA は４割から７割がイン

フラ整備に向けられているが，IAI はインフラ

整備を対象としていないことが規模の違いの一

因である。

IAI のプロジェクトの具体例をみると，IAI

作業計画Ⅱの貿易では，ASEAN と豪州ニュー

ジーランド FTA の原産地規則の解説資料の

CLMV 各国の国語への翻訳（豪州とニュー

ジーランド），サービス貿易協定と交渉（シン

ガポール），FTA 交渉能力の養成（シンガポー

ル）（EU），電機電子機器の MRA の完全な実

施（EU）などがある。FTA の実務では原産地

規則がわかり難いといわれており，原産地規則

の CLMV の言語への翻訳は実務に役立つ協力

である。IAI はこうした実践的なプロジェクト

とともに人材育成プロジェクトが多い。経済統

合のための協定を国内で実施するのは各国の実

務を担当する官僚であり，政策担当者の能力養

成は重要である。このように IAI は政策実施

能力の強化により ASEAN の３つの共同体構

築への行動計画を補完的に支援する効果を持っ

ている。また，ASEAN が ASEAN を支援す

る（ASEAN helps ASEAN）ことは，主体性

（ownership）を強化し，ASEAN の求心力を

強める効果が期待できる。

Ⅲ　縮小とともに複雑化する開発格差

ASEAN6 と CLMV の格差は着実に縮小して

いる。2016 年の一人当たり GDP は ASEAN6

の 4788 ドルに対して CLMV は 1792 ドルとな

り，格差は 2000 年の５倍から 2.7 倍に縮小し

た。国別に見てもシンガポールの５万 2960 ド

ルに対してミャンマーは 1269 ドルとなり，

2000 年の 108 倍から 42 倍に縮小している。教

育，衛生などの社会開発も含めた指標である人

間開発指標（Human Development Index）で

みると，2000 年は ASEAN6 が 0.706（単純平均，

以下同じ），CLMV が 0.470 だったが，2014 年

には ASEAN6 が 0.771，CLMV が 0.583 となり，

差は 0.236 から 0.188 に縮小している。

主な指標で現在の格差をみてみよう（表

２）。一人当たり GDP は前述のとおり着実に

格差が縮小している。CLMV の先頭を走るベ

トナムは ASEAN6 の最後尾のフィリピンに追

いつきつつあり，格差は 2000 年の 2.6 倍から

2016 年には 1.3 倍となった。一方，シンガポー

ルとブルネイを除いても ASEAN6 の中の格差

も大きく，マレーシアとフィリピンは 3.2 倍の

格差がある。

貧困率はラオスが 46.9％で最も高いが，カ

ンボジアとベトナムの貧困率はインドネシア

とフィリピンより低くなっている。ちなみに

2000 年は，カンボジアは 53.3％，ベトナムは

69.3％でフィリピンの 43.1％より高かった。ま

た，貧困者数は ASEAN6（大半はインドネシ

アとフィリピン）が CLMV より多い。１日当

たり 3.1 ドル（購買力平価表示）で生活してい

る人口はインドネシアが約 9000 万人，フィリ

ピンが 3800 万人に対し，ベトナムが 1100 万人，
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カンボジアが 340 万人，ラオスが 335 万人であ

る。ミャンマーのデータがないが，ASEAN6

のほうが CLMV よりはるかに多いことは確実

である。

健康・衛生に関する代表的な指標である平

均余命では，ベトナム（75.6 歳）はタイ（74.4

歳），マレーシア（74.7 歳）より長く，カンボ

ジア（68.2 歳）はインドネシア（68.9 歳）とフィ

リピン（68.3 歳）とほぼ同じである。小児死亡

率はラオスとミャンマーが高いが，べトナムは

インドネシア，フィリピンより低く，カンボジ

アはこの２カ国とほぼ同じレベルである。1000

人当たり医師数では，べトナム（1.19. 人）は

マレーシア（1.2 人）とほぼ等しく，タイ（0.39

人）を上回っている。2001 年は 0.53 人であり，

改善が着実に進んでいる。インドネシア（0.2

人）はカンボジア（0.18 人），ラオス（0.17 人）

に近く，ミャンマー（0.61 人）を下回っている。

農業人口比率は 2000 年に比べると減少を

しているが，カンボジアが 64.3%，ラオスが

72.0％と今なお極めて高い。ベトナムは 2000

年の 65.1％から 44.0％と約 20 ポイント減少し

たが，インドネシアやフィリピンより 10 ポイ

ント以上高い。GDP に占める農業の比率は，

カンボジア 28.1%，ラオス 24.8％，ベトナム

18.9％となっており，農村に貧困層が多いこと

が判る。これが IAI Ⅲで農業が戦略分野に指

定された理由である。

教育について成人識字率をみると，カンボ

ジアとラオスが 70％台で 95％前後の ASEAN6

との格差が大きい。ベトナムは 94.5％，ミャン

マーが 93.1％と ASEAN6 に並ぶ高さとなって

表２　ASEAN開発関連指標

一人当たり
GDP

（ドル，
2016年）

人間開発
指数

（2014 年）

貧困率
（％）

平均余命
（誕生時，
年，2014 年）

5 歳以下
小児死亡率

（出生 1000
人当たり，
2015 年）

医師数
（1000 人当

たり）

農業就労
人口比率

（％，2015
年）

成人
識字率

（15 歳以
上，％，
2015 年）

電気への
アクセス
可能人口

（％，2012
年）

ブルネイ 26,424 0.856
（31位） 78.8 10 1.44 96.7 76.2

インドネシア 3,604 0.684
（110位） 36.4 68.9 27 0.20 32.9 95.4 96.0

マレーシア 9,360 0.779
（62位） 2.7 74.7 7 1.20 12.5 94.6 100.0

フィリピン 2,924 0.668
（115位） 37.6 68.3 28 1.15 29.2 96.6 87.5

シンガポール 52,960 0.912
（11位） 82.6 3 1.95 0.1 96.8 100.0

タイ 5,899 0.726
（93位） 0.9 74.4 12 0.39 32.3 94.0 100.0

カンボジア 1,229 0.555
（143位） 21.6 68.2 29 0.17 64.3

（2014） 78.3 31.1

ラオス 1,925 0.575
（141位） 46.9 66.1 67 0.18 72.2

（2010） 79.9 70.0

ミャンマー 1,269 0.536
（148位） 65.9 50 0.61 93.1 52.4

ベトナム 2,173 0.666
（116位） 12.0 75.6 22 1.19 44.0 94.5 99.0

（注）人間開発指数の順位は 188 か国中の順位。貧困率は生計費が 1 日 3.1 ドル（購買力平価表示）の人口比率，マレーシア 2009 年，
カンボジアとラオスが 2012 年，タイが 2013 年，インドネシアとベトナムが 2014 年。

医師数は，フィリピンが 2004 年，マレーシアトタイが 2010 年，ベトナムが 2013 年，他は 2012 年。
（出所）一人当たり GDP は IMF, World Economic Outlook 2017 年４月による。その他は，ADB （2016）, Key Indicators for Asia 

and Pacific 2016
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おり，人材面で経済発展への大きな可能性があ

ることを示している。インフラの指標として電

気に対するアクセスをみると，カンボジアが

31.1％，ミャンマーが 52.4％，ラオスが 70％

と 100％となっているマレーシア，シンガポー

ル，タイとの格差が大きい。ただし，ベトナム

は 99.0％でフィリピン，インドネシアより高く

なっている。

CLMVは着実に指標を改善している。その

ため，ASEAN6 との格差は縮小するとともに

ベトナムのように多くの指標でインドネシアや

フィリピンのレベルを超えている国も出てきて

いる。貧困，健康・衛生面では，インドネシア

とフィリピンは CLMと同様なレベルである。

格差縮小はASEAN6 と CLMV という枠組み

だけで考える時代ではなくなってきている。

Ⅳ　生産ネットワークに参加する
CLMV

開発格差の縮小を実現させたのは CLMVの

経済成長である。2000 年以降の CLMVの経済

成長率は６～８％前後と概ね４～６％前後で推

移したASEAN6 より高い。CLMVの高い経済

成長の原動力は外国直接投資と輸出の順調な拡

大である。

2015 年の CLMV への外国直接投資を 2000

年に比べると，カンボジアが 14.4 倍（17 億ド

ル，ネット，フロー），ラオスが 31.7 倍 (10.7

億ドル )，ミャンマーが 12.3 倍（31.4 億ドル），

ベトナムが 9.1 倍（118 億ドル）と大幅に増え

ている（アジア開発銀行による）。2015 年のベ

トナム向けの外国直接投資はフィリピンのみな

らずマレーシアとタイを超えている。輸出につ

いても同様に大幅増となり，2000 年と比べた

2015 年の輸出は，カンボジア６倍（84.5 億ド

ル），ラオス 8.4 倍（27.7 億ドル），ミャンマー

5.7 倍（111.4 億ドル），ベトナム 11.2 倍（1620.2

億ドル）だった。ベトナムの輸出はインドネシ

アを超えており，タイの 75％の規模に達して

いる（2000 年は 21％だった）。ちなみに同期間

のマレーシアの外国直接投資増加は 2.9 倍，輸

出の増加は２倍，タイの外国直接投資の増加は

2.1 倍，輸出の増加は 3.1 倍だった。

CLMVは ASEAN 大陸部に位置しており，

全てが大メコン圏（GMS）に入っている。

ASEAN経済共同体の実現に向けて関税，投資

規制など制度的な障壁が低下するとともに，大

陸部では GMSの経済回廊の整備により道路や

メコン川の橋梁など輸送インフラの整備と工業

団地の建設が急速に進んでいる。制度および物

的な障壁は確実に低下しており，企業の取引コ

ストの低下をもたらしている。こうした投資環

境の改善に中国での生産コスト上昇や反日運動

（2012 年），タイでの労働コスト上昇や大洪水

（2011 年）が加わったことが 2010 年以降の外

国投資の増加をもたらした。

中国やタイから労働集約的工程や作業がカン

ボジアやラオスに移されることにより，フラグ

メンテーションといわれる工程間分業が進展し

ており，CLMVがメコン地域の生産ネットワー

クに参加し始めている。ASEANがグローバル

サプライチェーンに参加するというASEAN

経済共同体の目的が CLMVでも実現し始めた

ことを意味している。

同時に製品あるいは産業が比較優位を失って

後発の国に移転する「雁行形態型経済発展」が

メコン地域で起きていることも意味している。

この地域で先頭を進むタイという雁をカンボジ

アやラオスという雁が追いかけ始めたのである。
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CLMV が格差縮小を進めるためには経済統

合を進めながら ASEAN 域内域外からの協力

を受け入れ，ハードとソフトの両面で投資環境

を改善し，輸出志向型の外資を誘致していくこ

とが依然として必要である。投資環境の改善→

外国投資増加→さらなる投資環境の改善と国内

市場の拡大という好循環が軌道に乗れば，投資

ブームにより経済成長が加速され中進国化する

というシナリオも可能である。そのためには，

投資環境の持続的な改善が課題である。
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